
中小企業生産性革命推進事業について
令和４年１１月８日

経済産業省 中小企業庁
技術・経営革新課、小規模企業振興課、経営支援課、財務課



ものづくり・商業・サービス補助金及びIT導入補助金の成果指標について
• 令和元年度補正で措置した生産性革命推進事業の各補助金は、１年間に数回から１０数回公募し、公募の時期に応じて事業期間を設
定し、確定・支払いをしている。令和2年度及び3年度補正予算において積み増したため、現在も随時、新規の公募を行っている。

• ものづくり補助金及びIT導入補助金については、アウトカムを「補助事業者全体」の付加価値額等にしたため、アウトカムの集計を最終回の公
募と見込まれる令和４年度採択事業者の事業期間（6～12ヶ月以内）が終了する令和５～６年度に示すこととした。

• しかしながら、アウトカムの集計を「補助事業者全体」ではなく、「事業終了後の補助事業者」 とすれば、全ての公募に係る事業の終了を待たず、
随時示すことができる（下表参照）。この集計方法を採用することを検討したい。

• なお、ものづくり補助金について最終的なアウトカムを付加価値額の伸び率としているが、平成30年度補正予算以前に実施された事業実績を
調べたところ、伸び率は事業終了直後は必ずしもプラスとならず、事業終了3～5年後に大きく伸びる傾向が見られた。事業終了直後に試作品
開発等を継続し、事業化はその後となる場合が多いためと考えられる。こうした実態を踏まえ、初期アウトカムは、最終的なアウトカムと同じ付加
価値額の伸び率とせず、事業終了後一定期間（１年間など）が経過した時点での事業化率（製品が１つ以上販売されている事業の比
率）を採用することを検討したい。

○ものづくり補助金（令和４年９月末）

指標 件数等

R1補正予算で補助を
受けた事業者数 1,995者

付加価値額の
伸び率 ▲0.6％

事業化達成率 68.6％
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項目 件数等

集計済み件数
（R1補正IT導入補助金2020
で補助を受けた事業者）

25,364者

労働生産性の伸び率 3.4％

○IT導入補助金（令和４年９月末）
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【現在】 【修正案】
行政事業レビューシートの修正案（ものづくり・商業・サービス補助金）

初
期
ア
ウ
ト
カ
ム

①、②

定量的な成果目標 成果指標

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業の
補助事業者が事業終了後１年で、事業化（製
品が１つ以上販売されている）を達成した事業
が50%を超えること

事業終了後１年が経過した補助事業者で
事業化（製品１つ以上販売されている）を達成
した割合

単位 令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

中間目標 目標最終年度

- 年度 ６ 年度
成果
実績 ％ - - 68.6 - -

目標値 ％ - - 50.0 - 50.0

達成度 ％ - - - - -

初
期
ア
ウ
ト
カ
ム

① ②

定量的な成果目標 成果指標 定量的な成果目標 成果指標

ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進事業の
補助事業者全体の
付加価値額が、
事業終了後１年で、
＋３％以上向上すること

補助事業者全体の付加価値
額の総計の伸び率

ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進事業の
補助事業者全体の
給与支給総額が、
事業終了後１年で、
＋1.5％以上向上すること

補助事業者全体の給与支給
総額の総計の伸び率

単位 令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

中間目標 目標
最終年度 単位 令和

元年度
令和

2年度
令和
3年度

中間目標 目標
最終年度

- 年度 ６ 年度 - 年度 ６ 年度
成果
実績 ％ - - - - - 成果

実績 ％ - - - - -

目標値 ％ - - - - 3 目標値 ％ - - - - 1.5

達成度 ％ - - - - - 達成度 ％ - - - - -

最
終
ア
ウ
ト
カ
ム

① ②

定量的な成果目標 成果指標 定量的な成果目標 成果指標

ものづくり・商業・サービス生
産性向上促進事業の補助
事業者全体の付価価値額
が、事業終了後３年で、
＋９％以上向上すること

補助事業者全体の付加価値
額の総計の伸び率

ものづくり・商業・サービス生
産性向上促進事業の補助
事業者全体の給与支給総
額が、事業終了後３年で、
＋4.5％以上向上すること

補助事業者全体の給与支給
総額の総計の伸び率

単位 令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

中間目標 目標
最終年度 単位 令和

元年度
令和

2年度
令和
3年度

中間目標 目標
最終年度

- 年度 8 年度 - 年度 8 年度
成果
実績 ％ - - - - - 成果

実績 ％ - - - - -

目標値 ％ - - - - 9 目標値 ％ - - - - 4.5

達成度 ％ - - - - - 達成度 ％ - - - - -

最
終
ア
ウ
ト
カ
ム

① ②

定量的な成果目標 成果指標 定量的な成果目標 成果指標

ものづくり・商業・サービス生
産性向上促進事業の補助
事業者全体の付価価値額
が、事業終了後３年で、
＋９％以上向上すること

補助事業者全体の付加価値
額の総計の伸び率

ものづくり・商業・サービス生
産性向上促進事業の補助
事業者全体の給与支給総
額が、事業終了後３年で、
＋4.5％以上向上すること

補助事業者全体の給与支給
総額の総計の伸び率

単位 令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

中間目標 目標
最終年度 単位 令和

元年度
令和

2年度
令和
3年度

中間目標 目標
最終年度

- 年度 8 年度 - 年度 8 年度
成果
実績 ％ - - - - - 成果

実績 ％ - - - - -

目標値 ％ - - - - 9 目標値 ％ - - - - 4.5

達成度 ％ - - - - - 達成度 ％ - - - - -
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【現在】 【修正案】
行政事業レビューシートの修正案（IT導入補助金）

初
期
ア
ウ
ト
カ
ム

定量的な成果目標 成果指標

サービス等生産性向上IT
導入支援事業の
補助事業者全体の
労働生産性が、

事業終了後1年で、
3％以上向上すること

補助事業者全体の
労働生産性の伸び率

単位 令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

中間目標 目標
最終年度

- 年度 ５ 年度
成果
実績 ％ - - - - -

目標値 ％ - - - - 3

達成度 ％ - - - - -

最
終
ア
ウ
ト
カ
ム

定量的な成果目標 成果指標

サービス等生産性向上IT
導入支援事業の
補助事業者の
労働生産性が、

事業終了後3年で、
9％以上向上すること

事業終了後３年が経過
した補助事業者の
労働生産性の伸び率

単位 令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

中間目標 目標
最終年度

- 年度 ７ 年度
成果
実績 ％ - - - - -

目標値 ％ - - - - 9

達成度 ％ - - - - -

最
終
ア
ウ
ト
カ
ム

定量的な成果目標 成果指標

サービス等生産性向上IT
導入支援事業の
補助事業者全体の
労働生産性が、

事業終了後3年で、
9％以上向上すること

補助事業者全体の
労働生産性の伸び率

単位 令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

中間目標 目標
最終年度

- 年度 ７ 年度
成果
実績 ％ - - - - -

目標値 ％ - - - - 9

達成度 ％ - - - - -

初
期
ア
ウ
ト
カ
ム

定量的な成果目標 成果指標

サービス等生産性向上IT
導入支援事業の

補助事業者の労働生産
性が、

事業終了後１年で、
3％以上向上すること

事業終了後１年が経過
した補助事業者の
労働生産性の伸び率

単位 令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

中間目標 目標
最終年度

- 年度 ５ 年度
成果
実績 ％ - - 3.4 - -

目標値 ％ - - ３ - 3

達成度 ％ - - - - -



小規模事業者持続化補助金及び事業承継・引継ぎ補助金の成果指標について
• 小規模事業者持続化補助金のアウトカムは、「補助事業者全体」とは設定していないが、実績報告の回収に時間を要したこと、報告書の集
計に時間を要したことから、レビューシートの記載時点で正確な数値を示していなかった。しかしながら、記載時点で集計が完了した案件について
数値を示すことは、成果実績を示す数値の一つとして示すことはできる（下表参照）。この集計方法を採用することとしたい。

• 事業承継・引継ぎ補助金は、令和3年度補正予算から生産性革命推進事業に追加され、令和４年度から事業を開始したため、現時点で
アウトカムの集計を示すことができない。今後、事業終了後の事業者から効果検証に必要な情報の収集・蓄積を進める。

• なお、事業承継・引継ぎ補助金のアウトカムは経常利益の伸び率としているが、外部環境の変化等による振れ幅が大きいと懸念されるため、も
のづくり補助金と同様、付加価値額の伸び率に変更することを検討したい。

4

○小規模事業者持続化補助金（令和４年９月末）

項目 件数等

集計済み件数 9,744件

売上が増加した事業者数 5,720件

売上が増加した事業者割合 58.7％

初
期
ア
ウ
ト
カ
ム

③

定量的な成果目標 成果指標

小規模事業者持続的発展支援事業の補
助事業者のうち、事業終了後１年で販路
開拓につながった事業者の割合が80%を超
えること

補助事業が販路開拓につながった事業者割合

単位 令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

中間目標 目標
最終年度

- 年度 5 年度
成果
実績 ％ - - 59 - -

目標値 ％ - - 80 - 80

達成度 ％ - - 74 - -

○行政事業レビューシートの修正案（小規模事業者持続化補助金）



第1回
（3/10～3/31）

（4/28）

（10ヶ月程度） （5年間）
第2回
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第3回

第4回

第5回

第6回

第7回

第8回

第9回

第10回

第11回

第12回

第13回

R2年度 R3年度

執行スケジュールについて（ものづくり・商業・サービス補助金の例）

R4年度 R5年度 R6年度～

（3/31～5/20）

（6/30）

（5/22～8/3）

（9/25）

（8/4～12/18）

（2/8）

（12/18～2/22）

（3/31）

（2/22～5/13）

（6/29）

（5/13～8/17）

（9/27）

（8/17～11/11）

（1/12）

• フォローアップは、事業終
了年度の翌年度の４月
を初回としている。

• フォローアップ期間中は、
毎年度、目標の達成状
況等を含む事業化状況
の報告を実施している。

（11/11～2/8）

（3/25）

（2/16～5/12）

（7/15）

（5/12～8/18）

（10/20）

（8/18～10/24）

（12月中旬）

（10/24～12/22）

（2月中旬）

：公募期間

：採択発表

：補助事業実施期間

：実績報告・額の確定・精算払

：フォローアップ期間

R1補
R2/1/30

R2①補
R2/4/20

R3補
R3/11/26

：補正予算成立日

R2③補
R2/12/15

R１年度

 令和元年度補正で措置した生産性革命推進事業は、令和2年度、3年度補正予算において積み増しを行い継続措置。ものづくり補助
金は現在、第13回公募を実施中。事業者に対しては、10ヶ月程度の補助事業実施期間の後、5年間、事業化状況等をフォローアップ。

R2②補
R2/5/27



生産性革命推進事業の執行状況について
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支出実績額（百万円）

令和2年度 令和3年度

ものづくり補助金 25,926 79,947

持続化補助金 7,159 102,054

IT導入補助金 28,072 44,140

中小機構（事務費） 426 589

中小機構（事業費）
民間企業等への外注、専門家への謝金等（相談
支援・ハンズオン支援・周知広報）

611 755

合計 62,194 227,485
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